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② ① 電算処理委託業務

④ ① 中城村青少年平和学習交流団派遣事業・中城村中学生平和体験学習事業

④ ① 村慰霊祭関連事業

② ① 中城村老人福祉センター及び平和の礎移転

②

① ① 犬の登録・狂犬病予防接種委託事業

① ① 広報なかぐすく印刷製本業務

実施計画（令和4年度～令和6年度）事業一覧（節毎）

９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村）

基本施策

番  号

実施施策

番  号
事業名

① ① 情報化推進・セキュリティ対策事業

① ① ネットワーク強靭化機器更改事業

② ① 第5次総合計画策定業務

② ① ふるさと納税業務推進事業

① 家屋評価システムリース事業

② ① 土地評価見直し事業



今後の展開
これまで同様毎月発行を行い、村に関する情報の
発信を行う。

令和4年度目標
（KPI等）

見やすさを意識した広報作成に取り組む
令和4年度との

相違点

村民に更に親しみを持ってもらえるよう、工夫し
た広報の作成を行う 令和5年度との

相違点

タイムリーな情報発信が可能になるよう広報紙の
掲載スケジュールを見直す

目標
これまで同様毎月発行を行い、村に関する情報の
発信を行う。 目標

これまで同様毎月発行を行い、村に関する情報の
発信を行う。

一般財源 5,885 千円 100 ％一般財源 5,885 千円 100 ％一般財源 5,600 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 5,885

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 5,600 合計 5,885

需用費 5,885 印刷製本費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

需用費 5,600 印刷製本費 需用費 5,885 印刷製本費

毎月の広報紙の発行により、村政について広く村民に周知し、行政への理解と参画を得る役割を
担っている。直接役場への来庁をされない方やホームページでの行政情報を得ることが出来ない
方たちにとっても広報紙による行政の情報提供は必要である。
課題としては、広報紙が行き届いていないとう声が寄せられる。

村民に政策情報を提供するとともに、暮らしに密着度の高い各種情報を提供することで
地域活性化につながる。広報紙により情報を共有することで、村民のニーズや意見が明
確化しやすくなり、村民参加の村づくりを実現することができる。

令和４年度 令和５年度 令和６年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 211

事業期間 令和 4 年 ～ 令和

担当係 総務係

実施施策 ① 情報の提供と行政サービスの向上 担当名 仲里

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課
年12回、広報紙を毎月発行。行政情報、地域の出来事等をまとめ、
村内の各世帯や公共施設に配布する。村政について広く村民に周知
し、行政と住民の暮らしを繋ぐコミュニケーションツールの役割を
担う。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 総務課

基本施策 ① 効率的で良質なサービスの提供

千円 対前年増減額 2,350 千円
実施計画総事業費
(令和4～6年度）

17,370

実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 広報なかぐすく印刷製本業務 事業区分 継続事業

令和３年度
事　業　費 3,250 千円

令和４年度
事　業　費 5,600



実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 犬の登録･狂犬病予防接種委託事業 事業区分 新規事業（通常）

令和３年度
事　業　費 0 千円

令和４年度
事　業　費 295 千円 対前年増減額 295 千円

実施計画総事業費
(令和4～6年度）

885 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

公益社団法人沖縄県獣医師会と委託契約を締結をし、県内の動物病
院においても、犬の登録手続き等をすることができるようにり、速
やかに犬の登録鑑札および狂犬病予防接種済票を交付することがで
きるようになる。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 住民生活課

基本施策 ① 効率的で良質なサービスの提供 担当係 生活環境係

実施施策 ① 情報の提供と行政サービスの向上 担当名 新垣　臣佳

その他関係施策 内線番号 136

事業期間 令和 4 年 ～ 令和 6 年 積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

村内において、犬の登録をしてない方や狂犬病予防接種を受けても、注射済票を交付していない
方もおり、正確な飼い犬数・狂犬病予防接種率を把握できてない状況にあり、ほとんどの市町村
において沖縄県獣医師会へ委託契約を締結しているのが現状です。今後、犬の登録および狂犬病
予防接種率の向上にむけての啓蒙活動を実施していく必要がある。

動物病院内で登録等の手続きが可能となることで、飼い主の負担が減り、役場への未届
け数が減少することが見込まれ、登録頭数と接種頭数の正確な把握、そして犬の登録件
数と狂犬病予防接種率の向上につながる。

令和４年度 令和５年度 令和６年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

犬の登録等委託費 225 犬の登録等委託費 225 犬の登録等委託費 225
消耗品費 70 消耗品費 70 消耗品費 70

295 合計 295

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 295 合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％
県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％
その他（助成金） 千円 ％ その他（助成金） 千円 ％ その他（助成金） 千円 ％

一般財源 295 千円 100 ％ 一般財源 295 千円 100 ％ 一般財源 295 千円 100 ％

令和5年度との
相違点

広報等で、犬の登録・狂犬病予防接種について周
知する。

目標
動物病院と連携して、村民へ狂犬病予防接種を受
けるよう周知し、接種率の向上を図る。

目標
動物病院と連携して、村民へ狂犬病予防接種を受
けるよう周知し、接種率の向上を図る。今後の展開 村民に広く周知することで、接種率の向上を図る

令和4年度目標
（KPI等）

犬の登録等の交付　200頭
狂犬病予防接種済票の交付　400頭

令和4年度との
相違点

広報等で、犬の登録・狂犬病予防接種について周
知する。



実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 情報化推進・セキュリティ対策事業 事業区分 継続事業

令和３年度
事　業　費

千円
令和４年度
事　業　費 106,337 千円 対前年増減額 106,337 千円

実施計画総事業費
(令和4～6年度）

273,351 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

行政情報及び個人情報について、情報化の推進と強固なセキュリ
ティ対策を行い、効率的かつ効果的な行政サービスを行う為の情報
システムの整備運用を行う。また、情報化推進やセキュリティ対
策、個人情報に関する監査や職員への研修を実施する。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 総務課

基本施策 ① 効率的で良質なサービスの提供 担当係 情報管財係

実施施策 ① 情報の提供と行政サービスの向上 担当名 名幸秀隆

その他関係施策 内線番号 217

事業期間 令和 年 ～ 令和 年 積算資料

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

行政情報の情報化を進めることで多種多様な住民ニーズに応えていくとともに、年々高度化する
サイバー攻撃等に備えたセキュリティ対策を行う必要がある。
また、庁舎移転を機に庁内ネットワークが刷新されており、ネットワーク分離化による複雑さに
加え、新規のネットワーク機器やシステム等の監視を強化し、情報資産の機密性、完全性、可用
性を維持していく必要がある。

情報化による業務効率の向上や、安心できるセキュリティ対策により、住民が安心して
よりよい行政サービスを受けることができる。

令和４年度 令和５年度 令和６年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

報酬等 2,600 会計年度任用職員 報酬等 2,600 会計年度任用職員 報酬等 2,600 会計年度任用職員

需用費 1,663 消耗品、修繕費 需用費 1,663 消耗品、修繕費 需用費 1,663 消耗品、修繕費

役務費 1,829 回線通信 役務費 1,829 回線通信 役務費 1,829 回線通信

委託料 9,696 保守、機器整備、顧問 委託料 9,696 保守、機器整備、顧問 委託料 9,696 保守、機器整備、顧問

ﾌﾟﾘﾝﾀ 備品購入費
委託料 27,424 オンライン手続システム構築 使用料 62,367 ｸﾗｳﾄﾞ、ﾗｲｾﾝｽ、PC

負担金 4,352

使用料 62,367 ｸﾗｳﾄﾞ、ﾗｲｾﾝｽ、PC

使用料 57,773 ｸﾗｳﾄﾞ、ﾗｲｾﾝｽ、PC 備品購入費 1,000 1,000 ﾌﾟﾘﾝﾀ

備品購入費 1,000 ﾌﾟﾘﾝﾀ 負担金 4,352 中間SV・沖縄県SC

83,507

中間SV・沖縄県SC

負担金 4,352 中間SV・沖縄県SC

合計 83,507

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 106,337 合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％
県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％
その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％

一般財源 106,337 千円 100 ％ 一般財源 83,507 千円 100 ％ 一般財源 83,507 千円 100 ％

令和5年度との
相違点

次期基幹システムへの移行を行う。

目標
行政サービスを安定して迅速に行えるよう情報シ
ステムの整備・管理運営を行う。

目標
行政サービスを安定して迅速に行えるよう情報シ
ステムの整備・管理運営を行う。今後の展開 新庁舎ネットワークの安定稼働を実施。

令和4年度目標
（KPI等）

次期基幹システムの運用・移行を検討する。
行政サービスを安定して迅速に行えるよう情報システムの整備・管
理運営を行う。
LGWAN端末数　210台
基幹系端末数　80台

令和4年度との
相違点

次期基幹システムへの移行準備を行う。



実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 ネットワーク強靭化機器更改事業 事業区分 新規事業（通常）

令和３年度
事　業　費 0 千円

令和４年度
事　業　費 3,366 千円 対前年増減額 3,366 千円

実施計画総事業費
(令和4～6年度）

16,830 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

平成28年度のネットワーク強靭化事業から5年経過した事による機
器更改事業。効率的かつ効果的な行政サービスを提供し続ける為の
情報システムの整備運用を行う。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 総務課

基本施策 ① 効率的で良質なサービスの提供 担当係 情報管財係

実施施策 ① 情報の提供と行政サービスの向上 担当名 名幸秀隆

その他関係施策 内線番号 217

事業期間 令和 4 年 ～ 令和 5 年 積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

DX推進や印鑑廃止の流れに見られるように年々情報システムに対する要求は高まる一方である。
また、一般的なサーバ機器の保守期限が5年程度であることや、性能の陳腐化、セキュリティ対策
などの観点からも、行政サービスを安定的かつ継続的に提供するために定期的な機器更改を行う
必要がある。

安定した業務システムの運用と、安心できるセキュリティ対策により、住民がよりよい
行政サービスを受けることができる。

令和４年度 令和５年度 令和６年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託料 3,366 仮想基盤更改 使用料 6,732 仮想基盤更改 使用料 6,732 仮想基盤更改

6,732 合計 6,732

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 3,366 合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％
県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％
その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％

一般財源 3,366 千円 100 ％ 一般財源 6,732 千円 100 ％ 一般財源 6,732 千円 100 ％

令和5年度との
相違点

更改機器のリソースの過不足を確認し対応を検討
する。

目標
行政サービスを安定して提供できるよう情報シス
テムの整備・管理運営を行う。

目標
行政サービスを安定して提供できるよう情報シス
テムの整備・管理運営を行う。今後の展開

更改機器を活用したLGWANログイン認証システム
を検討する。

令和4年度目標
（KPI等）

インシデント発生時にもダウンタイムを最小限に
とどめるための安定した運用方法を整備する。

令和4年度との
相違点

物理サーバーにて稼働しているサービスを、更改
機器への仮想化及び移行を検討する。



今後の展開 各課における計画に基づいた事業着手

令和4年度目標
（KPI等）

第5次総合計画の策定
（計画期間；令和5～15年度）

令和4年度との
相違点

令和5年度との
相違点

目標 目標

一般財源 千円 ％一般財源 千円 ％一般財源 4,818 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 0

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 4,818 合計 0

需用費 1,320 印刷製本費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託料 3,498 審議会、策定等

行政運営においては、まちづくりの方向性を示し、計画的に実施ていくことが求められる。
中城村では第4次総合計画を平成24～33年度の期間として定めており、平成34年度以降の構想は策
定されていない。また、事業を実施するにあたり基礎数値的なものが示されていないことから、
第5次では一定程度の数値を把握したうえで事業を展開する必要がある。

計画的な行政運営ができる他、数値を把握することによって必要な事業を明確化できる
ようになる。また、これまで10年間隔で定めていた計画を首長任期に合わせ11年間と
し、計画と首長の考え方に齟齬がでないようにする。さらに、必要な事業を明確に示す
ことで村民にとってわかりやすい村政運営となる。

令和４年度 令和５年度 令和６年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

4 年 積算資料

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 221

事業期間 平成 8 年 ～ 令和

担当係 企画調整係

実施施策 ① 行財政運営の合理化と効率化の推進 担当名 新屋敷

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

中城村の最上位計画として令和5年度より開始される第5次中城村総
合計画策定へ向けて、アンケート調査や各種団体へヒアリング調
査、予算や住宅事情など基礎的な数値を把握し、今後12年間の必要
な事業や取組を計画的に実施するための構想及び計画書策定へ向け
た取組を実施する。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 企画課

基本施策 ② 行財政の確立

千円 対前年増減額 ▲ 176 千円
実施計画総事業費
(令和4～6年度）

4,818

実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 第5次総合計画策定業務 事業区分 継続事業

令和３年度
事　業　費 4,994 千円

令和４年度
事　業　費 4,818



実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 ふるさと納税業務推進事業 事業区分 継続事業

令和３年度
事　業　費 130,236 千円

令和４年度
事　業　費 180,714 千円 対前年増減額 50,478 千円

実施計画総事業費
(令和4～6年度）

596,694 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

　ふるさと納税制度により、中城村に寄附を頂いた方に、特産品を
返礼品として贈ることで、中城村のPR及び自主財源を確保する。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 企画課

基本施策 ② 行財政の確立 担当係 財政係

実施施策 ① 行財政運営の合理化と効率化の推進 担当名 上原

その他関係施策 内線番号 225

事業期間 令和 4 年 ～ 令和 6 年 積算資料

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

　財政運営の自立と安定に向けた寄附拡大を目指すとともに、中城村の情報発信のため、返礼品
として中城村の特産品を送付し、ふるさと納税の更なる推進を図る。
　現在任用している地域おこし協力隊の任期が令和4年度までとなっているので、令和5年度以降
の人員配置について、委託業者との調整が必要になる。

　中城村の特産品及を返礼品として贈ることにより、中城村のPRや特産品の販路拡大に
よる地位産業の活性化につながる。また、寄附金を「チバリヨー中城ごさまる応援基
金」に積み立て、ふるさと納税の計画的な管理・運用を行う。

令和４年度 令和５年度 令和６年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

報酬 2,099 地域おこし協力隊 報酬 2,099 地域おこし協力隊 報酬 2,099 地域おこし協力隊

職員手当等 254 地域おこし協力隊 職員手当等 254 地域おこし協力隊 職員手当等 254 地域おこし協力隊

旅費 24 地域おこし協力隊 旅費 24 地域おこし協力隊 旅費 24 地域おこし協力隊

需用費 100 地域おこし協力隊 需用費 100 地域おこし協力隊 需用費 100 地域おこし協力隊

手数料 役務費
役務費 1,000 広告料 役務費 1,000 広告料

委託料 173,620

役務費 1,000 広告料

役務費 32,490 手数料 役務費 35,739

1,259 地域おこし協力隊

39,312 手数料

委託料 143,488 ふるさと納税業務委託 委託料 157,837 ふるさと納税業務委託

198,312

ふるさと納税業務委託

使用料及び賃借料 1,259 地域おこし協力隊 使用料及び賃借料 1,259 地域おこし協力隊 使用料及び賃借料
合計 217,668

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 180,714 合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％
県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％
その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％

一般財源 180,714 千円 100 ％ 一般財源 198,312 千円 100 ％ 一般財源 217,668 千円 100 ％

令和5年度との
相違点

　新たな特産品の探索や集客窓口の拡大等によ
り、前年度寄付金額10％増。

目標 寄付金額：330,000千円 目標 寄付金額：363,000千円
今後の展開

　新たな特産品の探索や集客窓口の拡大等によ
り、寄付金額の増加を目指す。

令和4年度目標
（KPI等）

寄付金額300,000千円

令和4年度との
相違点

　新たな特産品の探索や集客窓口の拡大等によ
り、前年度寄付金額10％増。



実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 電算処理委託業務 事業区分 継続事業

令和３年度
事　業　費 5,535 千円

令和４年度
事　業　費 5,575 千円 対前年増減額 40 千円

実施計画総事業費
(令和4～6年度）

16,725 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

　平成25年度から各係における電算処理委託業務について、㈱OCC
と委託契約を締結し、電算処理の範囲の明確化、業務内容の効率
化、実績に基づく清算等の業務の見直しを実施してきた。
　主な委託業務は、①住民税、②住民税データパンチ、③固定資産
税、④軽自動車税、⑤収納処理となっている。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 税務課

基本施策 ② 行財政の確立 担当係

実施施策 ① 行財政運営の合理化と効率化の推進 担当名

その他関係施策 内線番号

事業期間 令和 4 年 ～ 令和 6 年 積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

　電算処理を継続委託することにより、当初納付書発送処理、給与報告書データパンチ、督促状
作成処理、口座引落処理、一斉催告書作成処理等の業務効率化が図れる。
　また、人口増による住民税対象者数の増加、南上原土地区画整理事業地内における固定資産対
象客体の増加、収納・滞納管理における催告書発送の多様化（現年・滞納）及び、税法改正によ
る各業務の電算処理委託件数の増加が見込まれる。

　当初納付書・督促状・一斉催告書の作成処理、特別徴収義務者の増加による給与報告
書データパンチ処理、口座引落等の事務処理を委託することにより、職員の業務負担軽
減、作成コストの圧縮が図られる。
　また、特徴税額通知書（納税義務者用）を圧着式にすることで、事業所等へ知られた
くない所得内訳、控除情報等について納税者のﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ保護を図ることができた。

令和４年度 令和５年度 令和６年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託料 2,193 住民税(納付書作成) 委託料 2,193 住民税(納付書作成) 委託料 2,193 住民税(納付書作成)

委託料 1,330 データパンチ 委託料 1,330 データパンチ 委託料 1,330 データパンチ

委託料 713 固定資産税 委託料 713 固定資産税 委託料 713 固定資産税

委託料 550 軽自動車税 委託料 550 軽自動車税 委託料 512 軽自動車税

委託料 789 収納業務 委託料 789 収納業務 委託料 789 収納業務

委託料 調整中 システム改修

5,575 合計 5,575

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 5,575 合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％
県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％
その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％

一般財源 5,575 千円 100 ％ 一般財源 5,575 千円 100 ％ 一般財源 5,575 千円 100 ％

令和5年度との
相違点

電算処理内容は税務課における通常業務であり、
税制改正やシステム更新以外では大きな相違点は
ない。

目標
随時、委託経費の実績管理・内容の見直しを行
い、コストマネージメントを意識する。

目標
随時、委託経費の実績管理・内容の見直しを行
い、コストマネージメントを意識する。今後の展開

委託経費の実績管理・内容の見直しを行いなが
ら、基幹税務システム改修を進めていく。

令和4年度目標
（KPI等）

地方税統一ＱＲコードの活用（Ｒ５．４運用開始
予定）に向けたシステム改修に取り組み、納税者
の利便性向上と、関係機関における事務負担軽減
を図っていく。

令和4年度との
相違点

電算処理内容は税務課における通常業務であり、
税制改正やシステム更新以外では大きな相違点は
ない。



実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 土地評価見直し事業 事業区分 継続事業

令和３年度
事　業　費 4,691 千円

令和４年度
事　業　費 12,888 千円 対前年増減額 8,197 千円

実施計画総事業費
(令和4～6年度）

25,186 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

家屋の新築や農地転用等による地目の変更や分合筆による地積の修
正による評価事務を行う。また、地方税法第349条の規定により3年
毎に行う評価替えに向けて、状況類似地区の区分、標準宅地の見直
し、路線価の新設・見直し等を行う。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 税務課

基本施策 ② 行財政の確立 担当係 資産税係

実施施策 ① 行財政運営の合理化と効率化の推進 担当名 長崎

その他関係施策 内線番号 145

事業期間 令和 4 年 ～ 令和 6 年 積算資料

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

土地の適正な課税の為には、毎年の地積更新に加えて評価替えに向けた作業が必要となる。
また、地方税法上では毎年全棟全筆調査を入れることとなっているが実際の事務負担が大きく実
行可能な代替案として3年に1度の空中写真の更新が必要となる。

土地の分合筆に伴う地積図の修正・更新や、土地価格の時点修正が反映された路線価情
報に修正・更新することにより現況に即した評価を行うことができるほか、空中写真の
更新による現況地目の把握、新規路線の確認等を行う事で評価替えの際にも適正な課税
の確認・修正を行うことができる。

令和４年度 令和５年度 令和６年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託料 4,733 路線価付設業務 委託料 4,733 路線価付設業務 委託料 4,733 路線価付設業務

委託料 2,148 標準宅地鑑定委託業務 委託料 385 登記管理システム保守業務 委託料 385 標準宅地鑑定委託業務

委託料 264 時点修正業務 委託料 264 時点修正業務 委託料 264 時点修正業務

委託料 767 地積図修正業務 委託料 767 地積図修正業務 委託料 767 地積図修正業務

委託料 4,591 空中写真撮影業務

委託料 385
登記管理システム保守
業務

6,149 合計 6,149

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 12,888 合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％
県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％
その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％

一般財源 12,888 千円 100 ％ 一般財源 6,149 千円 100 ％ 一般財源 6,149 千円 100 ％

令和5年度との
相違点

令和9年度評価替えに向けて状況類似地区の区
分、標準宅地の選定作業を行う。また分合筆や農
地転用、新築等による評価額の更新を行い、適正
な課税に反映させる。

目標 令和6年度評価替えに向けた作業を適正に行う。 目標 令和9年度評価替えに向けた作業を行う。
今後の展開

写真と要領を基に、令和6年度向け評価替えを適
正に行う

令和4年度目標
（KPI等）

空中写真更新と事務処理要領の見直しを行い、令
和5年度に行う令和6年度評価替え作業への準備を
整える。
また分合筆や農地転用、新築等による評価額の更
新を行い、適正な課税に反映させる

令和4年度との
相違点

前年度の鑑定評価を基に路線価を更新し評価替え
の作業を行う。また分合筆や農地転用、新築等に
よる評価額の更新を行い、適正な課税に反映させ
る



実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 家屋評価システムリース事業 事業区分 継続事業

令和３年度
事　業　費 1,153 千円

令和４年度
事　業　費 1,153 千円 対前年増減額 0 千円

実施計画総事業費
(令和4～6年度）

3,459 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

　H31年度より家屋評価システムのリース契約を締結した。
新増築家屋の評価を迅速かつ適切に行うには家屋評価システムが不
可欠であるため、引き続きリース契約及び保守契約を継続する。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 税務課

基本施策 ② 行財政の確立 担当係 資産税係

実施施策 ① 行財政運営の合理化と効率化の推進 担当名 安里

その他関係施策 内線番号 146

事業期間 令和 1 年 ～ 令和 6 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

家屋評価は専門性の高い業務であり知識の習得や1件あたりの調査・評価に時間がかかる。中城村
ではH30年度に110件、H31（R1）年度に128件、R2年度に120件の家屋評価を行っており今後も同程
度の件数の評価があるものと思われる為、専用のシステムを引き続き使用し業務の効率化を行う
必要がある。

　例年100件を超える家屋評価業務を効率的に行えるようになり、適切な家屋評価を行う
ことで、適切な課税および課税の公平性が確保できる。

令和４年度 令和５年度 令和６年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

使用料 801 システム使用料 使用料 801 システム使用料 使用料 801 システム使用料

委託料 352 システム保守委託料 委託料 352 システム保守委託料 委託料 352 システム保守委託料

1,153 合計 1,153

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 1,153 合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％
県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％
その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％

一般財源 1,153 千円 100 ％ 一般財源 1,153 千円 100 ％ 一般財源 1,153 千円 100 ％

令和5年度との
相違点

R6年度以降も事業を継続する場合は、評価業務に
支障の出ないよう迅速に事業を実施する。

目標
新築家屋の評価：約120件
新築家屋の課税誤り：0件

R6年度以降のシステムの必要性等の決定
目標

新築家屋の評価：約120件
新築家屋の課税誤り：0件今後の展開 継続して適正な課税に努める。

令和4年度目標
（KPI等）

新築家屋の評価：約120件
新築家屋の課税誤り：0件

令和4年度との
相違点

現在のリース契約が終了となるため、R6年度以降
のシステムの必要性や仕様等を検討する。



今後の展開 老人福祉センターの移転の検討

令和4年度目標
（KPI等）

平和の礎の移転の検討
老人福祉センター用地の返還に伴う地主へ
の説明会等の実施

令和4年度との
相違点

老人福祉センターの解体・返還用地の整地
移転先の検討

令和5年度との
相違点

老人福祉センターの解体、平和の礎の移転
後の拠点の確保

目標 老人福祉センターの解体・返還用地の整地 目標 移転先の検討

一般財源 千円 ％一般財源 10,000 千円 10 ％一般財源 323 千円 2.076636235 ％

その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（交付金） 沖縄振興特別推進交付金 12,331 千円 79.27864215 ％
地方債 千円 ％地方債 公共施設除却債 90,000 千円 90 ％地方債 公共施設除却債 2,900 千円 18.64472162 ％

県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％
国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 0

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 15,554 合計 100,000

委託料(解体工事設計) 3,223
老人福祉センター解体工事
設計業務

工事請負費 8,437 平和の礎移設設工事

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託料 3,894 平和の礎移設設計業務 工事請負費 100,000 老人福祉センターの解体等

・老人福祉センターの老朽化による平和の礎関係の移転検討を要する。
・令和3年4月より、社会福祉協議会事務局及び各種団体事務所機能は吉の浦会館へ移転したが、
書類・備品関係は現在も老人福祉センターで保管しているため、早急に代替施設もしくは保管場
所の検討が必要。また、平和の礎についても、移転場所の調整が必要となる。

・老人クラブ活動の拠点整備、社協を含む各種団体の活動拠点の整備が図れる。
・平和の礎の移転後の慰霊祭の実施。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

年 積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 155

事業期間 令和 4 年 ～ 令和

担当係 福祉係

実施施策 ① 行財政運営の合理化と効率化の推進 担当名 照屋郁子

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

中城村老人福祉センターの老朽化に伴い当施設及び施設内に設置さ
れている平和の礎の移転について計画する。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 福祉課

基本施策 ② 行財政の確立

千円 対前年増減額 15,554 千円
実施計画総事業費
(令和4～6年度）

115,554

実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 中城村老人福祉センター及び平和の礎移転 事業区分 新規事業（緊急）

令和３年度
事　業　費 0 千円

令和４年度
事　業　費 15,554



実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 村慰霊祭関連事業 事業区分 継続事業

令和３年度
事　業　費 93 千円

令和４年度
事　業　費 93 千円 対前年増減額 0 千円

実施計画総事業費
(令和4～6年度）

279 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

村遺族会へ助成を行い、村慰霊祭の実施及び沖縄県全戦没者追悼式
典へ参加し、先の大戦で亡くなられたすべての御霊に哀悼の意を捧
げ、恒久平和を祈念する。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 福祉課

基本施策 ④ 平和行政の推進 担当係 福祉係

実施施策 ① 平和事業の展開 担当名 照屋郁子

その他関係施策 内線番号 155

事業期間 令和 4 年 ～ 令和 年 積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

・戦没者の遺族の会活動を助成し、平和の尊さや会員の福祉向上に努める。
・遺族会会員の減少により、運営が厳しくなっている。また会員の高齢化のため慰霊祭の運営に
支障が出てきている。
・老人福祉センターの老朽化による平和の礎関係の移転検討を要する。

・村慰霊祭を実施し、すべての戦没者の御霊に哀悼を捧げるとともに、全村民が命の尊
さを確かめ、平和な社会づくりを目指す。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容
需用費 40 村慰霊祭消耗品 需用費 40 村慰霊祭消耗品 需用費 40 村慰霊祭消耗品
役務費 3 村慰霊祭ｼｰﾂｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 役務費 3 村慰霊祭ｼｰﾂｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 役務費 3 村慰霊祭ｼｰﾂｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

負担金補助金及び交付金 50 村遺族会補助金 負担金補助金及び交付金 50 村遺族会補助金 負担金補助金及び交付金 50 村遺族会補助金

93 合計 93

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 93 合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％
県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％
その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円 ％

一般財源 93 千円 100 ％ 一般財源 93 千円 100 ％ 一般財源 93 千円 100 ％

令和5年度との
相違点

令和4年度の課題を確認後、改善を図る。

目標 遺族会活動への支援、慰霊祭の開催 目標 遺族会活動への支援、慰霊祭の開催
今後の展開 慰霊祭を継続し、次の世代へ引き継ぐ。

令和4年度目標
（KPI等）

平和な社会の継続
平和の礎の移転の検討・実施
コロナ禍における慰霊祭のあり方の検討

令和4年度との
相違点

平和の礎の移転後の慰霊祭の開催



今後の展開
新型コロナウイルス感染症の蔓延状況を考慮しつ
つ、事業実施に努める。

令和4年度目標
（KPI等）

派遣生徒4名（男女2名ずつ）
戦争の惨禍を学び平和について考え、次世代へ継
承していく人材の育成。

令和4年度との
相違点

歴代派遣者の活用。
令和5年度との

相違点
平和企画展を開催する（5年に1度開催）

目標
前年度の課題を改善し、充実したプログラム内容
を作成する

目標 平和企画展来場者300名

一般財源 3,401 千円 100 ％一般財源 3,401 千円 100 ％一般財源 3,401 千円 100 ％
その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％その他（　　　） 千円 ％

地方債 千円 ％地方債 千円 ％地方債 千円 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 3,401

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 3,401 合計 3,401

委託料 2,645 平和学習事業委託料委託料 2,645 平和学習事業委託料 委託料 2,645 平和学習事業委託料

研修交流会費

役務費 29 保険料、手数料 役務費 29 保険料、手数料 役務費 29 保険料、手数料

118 引率職員

需用費 33 研修交流会費 需用費 33 研修交流会費 需用費 33

補助金 576 派遣者補助金

旅費 118 引率職員 旅費 118 引率職員 旅費

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

補助金 576 派遣者補助金 補助金 576 派遣者補助金

　戦争体験者の高齢化で体験者の「生の声」を聴く機会や平和について考える機会が失われつつ
ある。戦争の記憶を風化させない為に、次世代へ戦争の惨禍や平和の尊さを積極的に継承してい
く人材を育てる必要がある。また、これまでは派遣事業のみを実施していた為、沖縄戦について
考える機会も設ける必要があることから令和4年度からは中城中学校全生徒を対象とした「中城村
中学生平和体験学習事業」を実施する。

〇青少年平和学習交流団派遣事業：被爆の実相を学ぶのに適したプログラム内容である
ことから、次世代へ戦争の惨禍や平和の尊さを積極的に継承していく平和推進のリー
ダー的役割を担う人材の育成につながることが期待できる。
〇中学生平和体験学習事業：生徒一人ひとりの平和意識の高揚、後世へ語り継いでいこ
うとする意識の向上が期待できる。

令和４年度 令和５年度 令和６年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

6 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 内線番号 223

事業期間 平成 8 年 ～ 令和

担当係 企画調整係

実施施策 ① 平和事業の展開 担当名 仲村

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課
〇中城村青少年平和学習交流団派遣事業
　村内中学生4名を平和学習交流団として被爆地へ派遣し、平和祈念式典等
へ参加させたり、全国から集う平和使節団との交流を行い長崎原爆の実相
について学習する。
〇中城村中学生平和体験学習事業
　中城中学校の全生徒を対象に県内の戦跡や資料館等を巡る平和体験学習
を実施し、沖縄戦についての知識を深める。

施策の大綱 ９節 広域・行財政（効率的で良質なサービスが提供できる村） 企画課

基本施策 ④ 平和行政の推進

千円 対前年増減額 3,401 千円
実施計画総事業費
(令和4～6年度）

10,203

実 施 計 画 書 （令和４年度 ～ 令和６年度 )

事 業 名 中城村青少年平和学習交流団派遣事業・中城村中学生平和体験学習事業 事業区分 継続事業

令和３年度
事　業　費 0 千円

令和４年度
事　業　費 3,401


